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サブテーマ１：気候変動問題における国際的合意可能性及び実効性に関する調査研究

（独）国立環境研究所・亀山康子・久保田泉

サブテーマ２： 気候変動に関する国際枠組みオプションの国際法的研究
国立大学法人名古屋大学・高村ゆかり

サブテーマ３：炭素市場メカニズムの枠組みオプションに関する経済学的研究
公立大学法人兵庫県立大学・新澤秀則

サブテーマ４：気候変動に関する国際交渉過程を踏まえた枠組みオプションに関する研究
公益財団法人地球環境戦略研究機関
田村堅太郎、明日香壽川、吉野まどか、郁宇青



研究開始当初の背景：気候変動対処に関する
国際交渉の動向

気候変動枠組条約(UNFCCC)COP

2007年 COP13 バリ行動計画（ＡＷＧ－ＬＣＡ）
交渉テーマ：長期目標・排出抑制策
・適応策・途上国支援（技術と資金）

京都議定書(KP)CMP

2009年12月 コペンハーゲン UNFCCC（COP15)/ KP(CMP5)
コペンハーゲン合意（政治宣言）（法的文章ではない）
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2010年12月 カンクン UNFCCC（COP16)/ KP(CMP6)
カンクン合意（COP/CMP決定）作業計画

2011年12月 ダーバン UNFCCC（COP17)/ KP(CMP7)
ダーバンプラットフォーム（COP/CMP決定）2015年合意、2020年発効を目指して交渉

（ＡＤＰ）

2015年 UNFCCC（COP21)/ KP(CMP11)合意達成？

研究期間
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本研究の目的

ダーバンプラットフォームを踏まえた交渉の結果として2015年末に達成できる、合意可能

で、かつ、気候変動緩和に関して実効性を有する「気候変動枠組条約の下での議定書、

その他の法的制度、あるいは法的効力を持つ合意された帰結」の提示。

研究概要

(a)交渉に直接・間接にかかわる国内外のステークホールダーを対象としたウェブ上で

のアンケート調査を実施し、回答者の認識に関する定量的なデータを収集

(b)アンケート調査結果をふまえ、複数のオプション案を提示、さらなるアンケート調査

により回答者の選考を問う。このプロセスを繰り返すことでオプション案を作成する。

(c)最終的な提案を合意可能性や実効性の観点から評価するとともに、合意に至るた

めの、あるいは実効性を高めるための条件を示す。

研究開発目的



サブテーマの構成
新しい国際枠組みは、形式（全体の構造(architecture)）と、そこに含まれる構成要素（building block）、

そして構成要素の求める水準（level）に分けて検討する必要がある。本研究では、特に前者に焦点

をあて、最終年度に水準まで考慮した枠組み案を示す。
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(1)排出削減
目標

(2)排出削減目
標の法的性質

(5)約束の
差異化

(4)資金メカニ
ズム

(3)排出量取引や
二国間メカニズム

適応
MRV

サブ１（国環研）

全体のとりまとめ（形式）と

排出削減目標
サブ2 （名古屋大） ：

全体の法形式と排

出削減目標の法

的性質

サブ3 （兵庫県立大）

：排出量取引や JCMな

どを含めた炭素市場

サブ4（IGES)：先進国

と途上国との関係

（資金メカニズム、

公平性）

次期枠組み



62013年6月 報告書

2013年1月
第１回調査

2014年１月
第２回調査

サブテーマ１
「気候変動問題における国際的合意可能性および

実効性に関する調査研究」

• ダーバン合意をふまえて2015年に合意が目指されている国際枠組みの概要について問うウェブア
ンケート調査を3年間にわたって実施。

• アンケート調査では、回答者個人の選好ではなく、その回答者が属する国が最も合意しやすいと考
えられる次期枠組みについて尋ねた。

2013年11月COP19
サイドイベント

2014年6月 報告書

2015年1月
国内有識者会合

国際枠組み案の

提示

2015年１月
第２回調査



同定された2015年合意の争点
（1）採択される文書の法的拘束性

（2）法的文書に書かれる約束の法的拘束性

（3）差異化の方法・態様

（4）目標の水準の設定方法

Bottom up（カンクン合意型）かTop down（京都議定書型）か

「約束草案」提出後のプロセスと評価の方法・基準

(5)国際的に共通のアカウンティング、基準

(6)遵守確保の方法・手続

(7)法的問題、制度上の問題

現行の制度との関係、現行の制度からの移行

サブテーマ２：気候変動に関する国際枠組みオ
プションの国際法的研究

サブテーマに求められた役割

– アンケート調査票への国際法的観点からのインプット

進行中の国際枠組み交渉動向をつぶさに追い、争点、論点を特定し、各国の立場を把握・
整理し、アンケート調査にインプット

– 法形式の違いの検討をはじめ、国際枠組みに関する法的問題を国際法の観点から検討
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• 法的拘束力の有無は制度の実効性を規定する重要な要因だが、すべてではない

– 一般には法的拘束力があるほうが実効性が高い。しかし、現実はそう単純ではない

• 高い削減水準⇔参加の普遍性⇔厳しい遵守制度

– 参加の普遍性（＝合意可能性）、各国の削減水準、遵守確保制度などを総合的に検
討する必要

(1) 実効性と法的拘束力
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2015年合意をめぐる争点(1)(2)

文書と「約束」の法的拘束性

米国（Feb. 

2014）
EU（Feb. 

2014）
中国（March 

2014）
その他

文書の法的拘
束性

・ダーバン合意
に基づいて、
何らかの法的
効力のある文
書（新議定書
など国際的に
法的拘束力の
ある文書を排
除せず）

・枠組条約の
下での新議定
書

・枠組条約と京
都議定書と同
様に拘束力あ
り。ただし、法
形式は交渉の
結果その内容
により決定

・LMDCは中国
とほぼ同じ
・AILAC：法的

拘束力のある
合意（March 

2014）

「約束」の法的
拘束性

・3つのオプショ

ンを提示（その
他のオプション
も検討の余地
あり）

・すべての国が
法的拘束力の
ある約束を有
するべき

・先進国の目
標は国際的に
拘束力あり。途
上国の目標に
ついては言及
なし
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2015年合意をめぐる争点(2)「貢献」の法的拘束性

• 米国提示のオプション（2014年2月）とその評価

オプション 内容と評価

1）国際的に法的拘束
力あり

・典型的な例は、京都議定書の削減目標
・ただし、枠組条約4条の約束も国際的には法的拘束力があ

目標の強度はその明確さ、進捗の検証、未達成に対する措
などによって決まる

2）国際的に法的拘束
力なし

・典型的な例は、カンクン合意に基づく2020年目標

・目標の強度は単純に法的拘束力だけで決まるものではな
相対的には1）よりも目標の強度が劣る可能性。したがって、

標の明確さ、進捗の検証などをより高いレベルのものとす
が必要

3）国際的に法的拘束

力はないが、国際目
を担保する国内措置
国内法上の効力を与
る

・国際目標を担保する国内措置を国内法上定めること
施することを（おそらく）国に義務づけるというもの
・2）の弱点を補強するものとして評価しうるが、各国国内

り方も様々で、規定の効果、強度、妥当性も様々。効果的
際的検証には工夫が必要
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2015年合意をめぐる争点(3)目標の条件

米国（Feb. 2014） EU（Feb. 2014） 中国（Mar. 2014） その他

目標の
条件

・各国が目標を反映
した「スケジュール」
を維持する義務

・各国が決定（他国
の承認を条件としな
い）

・数値目標。数値目
標でない場合には
削減予定量を定量
化

・目標は外からの支
援を条件としない

・目標設定前に目標
案を提示し、ピアレ
ビューをうけるプロ
セスの設置

・法的拘束力ある目
標（≒結果の義
務？）

・透明性があり、（二
酸化炭素換算での
削減量での）定量化
可能で、比較と検証
が可能で野心的な
目標

・目標設定前に目標
案を提示しレビュー
を受けるプロセスの
設置。目標案の評
価の指標・基準

・先進国には、1990年

を基準年とした国別
絶対排出量目標。国
際的に法的拘束力を
有し、先進国間で比
較可能

・先進国には資金や
技術支援の提供義務

・途上国は削減行動
を行う義務。先進国か
らの支援の提供を条
件

・LMDCは中国と
ほぼ同じ
・AILAC（March 

2014）：予測可能

で、比較可能で、
理解可能な目標。
各国が定める目
標を2015年の中

に定めるプロセス
設置
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2015年合意をめぐる争点（3）差異化
• 差異化の対立軸＜米国など先進国と一部の途上国⇔中印ほかLMDC＞

– 先進国（附属書I国）、途上国（非附属書I国）という国のグループごとの差異化か否か

• 先進国の絶対排出量削減目標＋途上国の国情に合わせた多様な行動＜中印
ほかLMDC＞

• Differentiation “across a broad continuum of all Parties based on a range of 
factors”＜米国＞

• 途上国は排出削減以外の約束でもよい＜LMDC＞⇔排出削減の約束は必ず必
要＜米国をはじめとする先進国＞

– 途上国の目標実施と支援 支援の提供を実施の条件とするか
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2015年合意をめぐる争点（4）目標の水準の設定方法
• 目標の水準の設定方法：Bottom up（カンクン合意型）かTop down（京都議定書型）か

– Bottom up plus（米国提案（2013年3月）; 先進国と一部の途上国の支持）
• 目標の水準は国家間の交渉によらず各国が設定（Bottom up）
• 公開で透明性の高い形で行い、目標の事前の明確性（ex ante clarity）を確保

– 中印含むLMDC      先進国にはTop down、途上国にはBottom up

– 目標の国際的評価のあり方とタイミング
• 情報を提示し自由に意見交換（透明性）（ex. 米国）
• それに加えて、客観的指標に基づく評価

– ブラジル：専門家グループにより気温上昇への寄与度を計算し、評価に活用
– アフリカグループ：principle based reference frameworkによる評価

• 2015年合意の前か後（南ア）か＝国際目標がfinalizeされるタイミング



2015年合意をめぐる争点（4）（5）関連する課題
• 目標年/目標期間とプロセスサイクル

– 目標年/目標期間＋再検討

• 2025年（5年）：米国、途上国

• 2030年（10年）（＋中間見直し）：EUはじめその他の先進国。日本もここ

• 国際的に共通のアカウンティング、基準の設定

– 各国間の削減努力の同等性と透明性・明確性の確保に必要と考える欧州諸
国＋途上国⇔最小限でよいと考える米国

– 森林など吸収源のルール、市場メカニズムの利用（double countingの防止）
の必要性はおおよそ合意
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2015年合意をめぐる争点（6）法的課題・制度上の課題

• 現行のUNFCCCと京都議定書の制度をどうするのか

– UNFCCCの制度を2015年合意に位置づける方向性

• Ex. REDD+

– 京都議定書の制度をどうするか。例えば

• 市場メカニズム

• 適応基金

– 現行の制度からの移行



2015年合意の展望
• 気候変動問題に内在する難しさに加えて、外在する要因が大きく変化する時代

– 外在する要因は、他の多数国間交渉にも影響？

• WTOのドーハラウンドとの比較

– 気候変動問題は、地球規模の問題で、多数国間交渉でしか解決ができないという認
識は共有されており、交渉は少しずつ合意を積み重ねる

– 他方で、高い水準の多数国間合意を得がたいこともまた確か

– レジームの特質と課題：常にincompleteなレジームの実効性をいかに高めていくか
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• 2015年合意の展望

– シンプルで、コアの要素（特にプロセス/サイクル）についての合意

• 目標案を定期的に提出-協議-決定-実施-検証する一連のプロセス/サイクルを
決める

• 時間とともに合意の水準を上げていく合意を進化させる仕組み・プロセス

• 都市等の地方自治体、事業者、市民、NGOなどに対して、向かうべき中長期の
方向性、ビジョンを明確にする

– 2020年以降の市場メカニズムの形



2015年合意の展望(続き)市場メカニズム

• 2020年以降も何らかの「市場メカニズム」の利用は想定

– 削減目標達成のために

– 資金源としての利用。特に適応策の資金源

– REDD-plusの資金源（results-based finance）

• 利用できる「市場メカニズム」の方向性

– 市場メカニズムの勘定方法をCOPが作成

• 国際的に運営する市場メカニズムの設置・運用か⇔各国が設置する市
場メカニズムから発行されるクレジットの国際的移転の管理か

• いずれの場合も、市場メカニズムの利用は、一定の原則、基準を満たす
ものでなければならない

– ”deliver real, permanent, additional and verified outcome ”

– “avoid double accounting of effort”

» “achieve a net decrease and/or avoidance of GHG emissions”
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気候変動レジームの課題
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• 2つの「ambivalence」

– 普遍的な参加のためのflexibility（大きな国家の裁量）と、国際競争上の懸念や衡平
性のために一定の共通基盤・ルールを必要とする

– 法による自らへの縛りを厭いつつ、法による他者の規制を求める → 「法」の実効
性に対する承認

– 最低限のコアとなる基本ルールの法化 → Ex. 市場メカニズムの方向性

• 経済のグローバル化による環境規制のアプローチの変化と国家の役割の変化の可能性

– 国際的平面での実際に対策をとる非国家主体の役割の拡大

• 他のレジームとの調整

– オゾン層レジーム（HFCsなど）

– ICAO、IMO（国際航空・国際海運からの排出量）

– 自由貿易レジーム（貿易制限・規制、補助金を用いた措置など）



１ 炭素市場メカニズムに関する国際交渉の進捗を調査。

２ 「新たな市場ベースのメカニズム」の代表格として，欧州連合が提案しているセクター
ベースの炭素市場メカニズムについて調査。

３ 条約の外で先行的・試行的に行われている経験が交渉に反映されることがあり得るこ
とから，その調査分析を実施。

サブテーマ３：炭素市場メカニズムの枠組み
オプションに関する経済学的研究

主な成果

サブテーマに求められた役割

排出量取引制度や二国間クレジット・オフセットの活用に関する国際的な取り決めは、

各国の排出量目標値の水準を決定する上で多大な影響を及ぼすことから、2020年以降
の国際枠組みにおける炭素市場メカニズムの位置づけを検討する。
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京都議定書における市場メカニズム

• 排出量目標を約束した国と約束しない国

– 約束した国用の市場メカニズム

• Cap and trade 型

– 約束しない国における削減から排出権を発行する市場メカニズム

• Baseline and credit型 (CDM)

• ３つのメカニズムそのものとその基本原則は議定書に規定されたものの，詳細ルール
はマラケシュ合意（ＣＯＰ決定）で決まった。ＣＤＭに至っては，運用しながらルールをつ
くっていったので，その後も多数のルールをＣＯＰ決定している。

新しい合意文書における市場メカニズム
― 京都議定書との相違点

１ 京都議定書のような絶対量の排出量目標を約束する国だけでなく，別の形で
約束する国がありうる。

• そのような国においては，削減を認証してからその分の排出権を発行する
市場メカニズムである baseline and credit型を使わざるを得ない。

２ 途上国も削減しなければならなくなる。

• 途上国からの排出権の供給は減るだろう。

新しい国際枠組みでの市場メカニズム
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市場メカニズムのタイプ
• cap and trade か baseline and creditか

– baseline and credit 型では，クレジットは排出削減後に発行される。ま
た適切なbaselineを設定するための手続きは煩雑である。

• project-basedか programme-based か

• offsetting か net mitigationか

CDM: baseline and credit, project-based, offsetting

JCM: baseline and credit, project-based, net mitigation
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メカニズムに関する共通一般原則あるいは基準

• deliver real, permanent, additional and verified mitigation outcomes, avoid double 

counting of effort, and achieve a net decrease and/or avoidance of GHG emissions

Decision 2/CP.17, 1/CP.18

→ Decision 1/CP.20 “Lima call for climate action, Annex: Elements for a draft 

negotiating text”

• 問題は，このような基準を満たしていることを，誰がどのように評価するか。



基準の適用方法に関するEUの提案

• ２つの適用方法

– 資格基準を設定して事前審査を行う。

• 排出量の目標約束すること（売り手国も），MRV，インベントリ，レジストリ，他

– 条約の下でのメカニズムを通じて，排出削減の事後的な評価を行う。

• ＦＶＡ（緩和策を促進して，その費用効率性を高めるために，各国が独立に，あるいは協
力して開発し実施するさまざまなアプローチのフレームワーク）は，アカンティングのルー
ルと方法に他ならない。
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条約の外で先行的に試行されている市場メカニズムの調査

• 欧州連合の排出権取引におけるベンチマークとリンケージ
• カリフォルニア州の排出量取引
• Verified Carbon Standard(VCS)

• 世界銀行のPartnership for Market Readiness (PMR)等
• WRIとWBCSDが実施しているGHGプロトコルのMitigation Accounting 

Initiative

• Climate Action Reserve

対象事業、対象となる単位（事業単位かセクター別か等）、対象ガス、認証の手続き、

透明性や正当性の確保と簡易性との整合、公開となる情報、などの観点から調査。



多様な炭素市場メカニズムの有無が，各国の排出削
減目標に及ぼす影響

• 教科書的な解説： 炭素市場メカニズムを整備することによって、目標達成費
用を軽減できれば、その分目標自体を強化することが正当化される。

• プロジェクト単位の限定的なメカニズムより、より集計されたレベルのメカニズ
ムの方が費用軽減効果は大きいはずなので，より野心的な目標を可能にす
るはず。
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しかし、実際には、炭素市場メカニズムが導入されても目標自体の強化には
至らない。 炭素の価格が下がるだけ。 → 解決策は？

• 国単位の目標設定＆炭素市場メカニズム利用 という構図から

国内（地方自治体）レベルでの目標設定＆メカニズム利用＆リンクへ。

• 国の約束としては、進捗を報告するMRVの手続きを重視し、その中に

国内での炭素市場メカニズムの利用を書き込む。

→重複（ダブルカウンティング）回避に向けた統一システムの必要性



サブテーマ4 ：「気候変動に関する国際交渉
過程を踏まえた枠組みオプションに関する

研究」

22

サブテーマに求められた役割：

・アンケート調査票への、各国の緩和策における差異化のあり方と、資金メカニズムの観
点からのインプットを行う。

・COP等会議における各国のポジション等に関する情報を収集し、合意可能な差異化策
及び資金メカニズムについて検討する。

主な成果

• 国の差異化（附属書I国、非附属書I国という２分法）を解消することについての賛否や

、解消するために必要な条件、解消した場合の緩和策への影響）について網羅的に
検討した。

• 排出削減目標と同等に重要になりつつある資金の争点について整理し、新しい国際
枠組みの中における各国への約束の書きぶりについて検討した。

• 最終的な２つのオプションについて合意可能かつ実効性を担保する条件を検討した。



差異化を巡る議論・交渉：これまでの経緯

• UNFCCC：「衡平性」、「共通だが差異ある責任及び各国の能力(CBDR&RD)」原則

– 全締約国に共通の義務を課す一方、附属書Ｉ国（先進国＋旧ソ東欧）のみ、あ
るいは附属書ＩＩ国（先進国）に対し先導的な役割、あるいはより厳しい約束を求
めている

• 京都議定書

– 附属書Ｉ国に対し法的拘束力のある排出削減目標

• バリ行動計画（COP13決定）・カンクン合意（COP16決定）

– 希薄化が進むも、二分論は維持

• ダーバン・プラットフォームの設立決定文書（COP17決定）

– 全締約国に適用される新枠組み構築へ：EU，一部の中南米諸国（後にAILAC

を結成）、AOSIS、LDCグループ及び南アから成るいわゆるダーバン同盟が、
インド、中国などに圧力

– 衡平性、CBDRの原則については直接的に言及せず

– COP17後、先進国の歴史的責任、CBDR&RD原則、二分論にこだわる途上国（
インド、中国等）はLMDCの結成へ

23



主な交渉・政治グループ：ダーバン会議（COP17）以降
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先進国の歴史的責任
先進国-途上国の二分論

先進国のリーダシップ
途上国も能力に応じた取り組み

注） 縦軸は「共通だが差異ある責任及び各国の
能力」原則の解釈を表し、横軸は構成国を表す。
各グループの参加国は重複を含む。

出所） Blaxekjær & Nielsen (2014)に加筆

UG（アンブレラ・グルー
プ）：9か国

EIG（環境十全性
グループ）：5か国

EU（欧州連合）：28か国

LMDC（同志途上国）グ
ループ：十数か国

AOSIS（小島嶼国連合）
：39か国

AILAC（独立中南米カリ
ビアン諸国連合）：6か国

LDC（後発発展途上国）
グループ：49か国

BASIC：4か国

ALBA（米州ボリバル同
盟）：6か国

カタルヘナ対話：
42か国

先進国
（構成国） 途上国

（構成国）

G77及び
中国
（132か国）

アフリカ・グループ：
53か国



枠組みにおける排出量割り当てに関する提案
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提案名 内容及び衡平性・CBDRに関する基準と指標

ブラジル提案 附属書I国間の負担配分方法として提案

気候変動への寄与度（歴史的、累積排出量）に応じて各国の排出削減を割
り当て

収縮・収斂提案 CO2の安定化濃度目標を決定し、将来のある時点で一人当たり排出量を同
じくなるように排出割り当てを行う。

炭素予算（carbon 

budget）アプローチ
2度目標達成に必要なグローバル炭素予算（歴史的排出量と将来の排出許

容量の合算）を設定し、それを基準年の人口で除することで一人あたりの炭
素予算を算出。それをもとに各国の炭素予算を割り当てる（=entitlements）。

先進国はすでに権利過剰享受国であり、途上国は権利過少享受国。その
差は先進国から途上国への資金・技術移転で穴埋め。

トリプティク提案（グ
ローバル・トリプティ
ク）

発電、産業、民生部門で主要技術指標が長期的（例2050年）に収斂するこ
とを想定し、そこからさかのぼって中間断面（例2020年）での国別排出削減
量を決定。先進国、途上国で収斂年を差異化。多部門版もあり。

セクター別アプローチ
（日本提案2008）

各セクター（鉄鋼、セメント、アルミ、電力、道路運輸等）におけるベンチマー
ク（単位生産当たりのエネルギー消費量・排出量、機器の導入率）を設定。
ベンチマークに達するまでの削減量を削減ポテンシャルと定義し、それらを
合算したものが国全体の削減目標値。
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先進国・途上国に対する異なるタイプの約束を包含する提案

提案名 内容及び衡平性・CBDRに関する基準と指標

マルチステージ・アプ
ローチ

能力（所得水準）と責任（排出量）に応じて異なる緩和義務（炭素集約度目
標、絶対値目標等）からなる段階（stage）を設け、途上国を含むすべての国

が、その能力と責任に応じて緩和義務に参加。次の段階に進む閾値（卒業
ルール）をあらかじめ設定し、その水準に達した時点で自動的に該当する段
階の削減義務を負う。段階の設定や卒業ルールの設定についてバリエー
ションがある。また、緩和目標の設定でも、所得水準や一人当たり排出量に
基づいた差異化を提案。

セクター別アプローチ
（Center for Clean Air 

Policy）

途上国の特定セクターに排出削減（抑制）のコミットメントを課す提案（先進
国は国別目標値を想定）

特定産業セクターに特定の技術や機器の利用を前提とした原単位効率目
標を設定

メキシコ提案―資金

拠出額の差異化提案
（2008）

World Climate Change Fund（案）への資金拠出額の差異化基準。全ての締
約国に適用。
• 国別総排出量
• 一人当たり排出量
• GDPあたり排出量
• 一人当たりGDP
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先進国間の排出量割り当てに関する提案

提案名 内容及び衡平性・CBDRに関する基準と指標

欧州委員会コミュニ
ケーション・ペーパー
（2009）

先進国全体で、2020年に90年比30％削減
先進国間の分担には４つの指標
• 削減費用の負担可能性（一人当たりGDP）
• 削減ポテンシャル（GDP当たりエネルギー消費量）
• 早期行動の評価（1990～2005年の排出量推移）
• 国情の考慮（1990～2005年の人口動向）

南アフリカ提案
（2009）

附属書I国全体で、2013－2017年に90年比18％、2018－2022年に同40％削
減
附属書I国間の分担には２つの指標：責任指標（1859－2000年の累積排出
量）を60％、能力指標（HDI）を40％のウェイト付け

限界削減費用均等 中期目標検討委員会における議論（2009年）
• EU目標（90年比20%減）、米国目標（90年比±0%）に必要な限界削減費
用は、それぞれ20～48ドル/CO2トン、 47～65ドル/CO2トン。これらの費
用と同等な日本の削減率。

• 先進国全体で90年比25％減で、限界削減費用均等

GDP当たりの対策費
用均等

中期目標検討委員会における議論（2009年）
• GDP当たりの対策費用均等
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差異化を巡る議論・交渉：これまでの経緯

• COP19

– すべての締約国がそれぞれが決定する貢献草案（ＩＮＤＣ）をＣＯＰ２０よ
り十分先立って（準備のできる国は2015年3月までに）提出することを奨
励

• COP20での差異化に関する論点

– ＩＮＤＣの透明性、比較可能性を確保するための事前情報、共通ルール
のあり方

– ＩＮＤＣの内容、提出プロセスに関する差異化のあり方

– 新国際枠組みそのものにおける差異化のあり方
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差異化に関するCOP20の論点

1. ＩＮＤＣの１）内容・対象、２）透明性、比較可能性を確保するための事前情報、共通
ルールのあり方、３）提出・事前協議プロセスに関する差異化のあり方

先進国、
AOSIS

• 緩和中心：原則、すべての国に対し数量化可能な情報の提出義務、共通ルー
ル

• すべての国に対する事前協議

AILAC
• CBDR&RD原則を柔軟に解釈し、主要排出途上国に対してもそれ相応の貢献
（排出削減努力及び途上国支援）を求める

LMDC
• 内容・プロセスの二分化：先進国は、緩和、適応、資金、技術、能力構築につい
ての情報の提出義務。途上国は任意

• 事前協議については反対。（行う場合は、先進国のみ）

• 最終的には、INDCの内容、ルール、プロセスに関して、先進国‐途上国間の
差異化なし。

• INDCを定量化するための事前情報が例示（提出は任意）
• 自国のINDCが公正なものになっているか、また、枠組条約の目的にどのよう
に貢献するかについての説明も、任意ながら、含まれることになった。
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差異化に関するCOP20の論点

2. 新国際枠組みそのものにおける差異化のあり方、CBDR&RC原則をどのように反映
させるか。

先進国
• 現状を踏まえた、CBDR＆RCの柔軟な解釈・適用（二分論からの脱却）
• 「自ら約束≒責任の差異を内包」という考え方で、CBDR&RC原則を実質的
に充足

AILAC、
メキシコ

• 歴史的責任を踏まえ、先進国はより強い責任
• ただし、能力のある途上国はより積極的な行動

LMDC、

アフリカン・
グループ

• 公平性やCBDR&RCの原則への言及がないことに対し強く反発

• 条約の原則を「書き換え」たり、「再解釈」しようとする試みは受け入れられな
い

→ 米中共同声明（2014年11月12日）の表現をそのまま用いる
‐ 「異なる国情を踏まえた、CBDR&RC」＝新たな解釈の余地を残す
‐ 差異化の程度は、2015年合意の具体的な構成、内容を巡る交渉次第
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各国政府によるGCFへの拠出 単位：百万ドル

31
出所：The Carbon BriefのHP

27ヵ国からのプレッジ合計が、約 102 億米ドル
（約1兆円） に到達した。

韓国、メキシコ、パナマ、モンゴル、インドネシ
ア等の非附属書ＩＩ国もプレッジした。

（2014年12月11日＠リマでのGCFプレスリリー
スより）
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オプションＡ（後述）における差異化：ＩＮＤＣ

INDC

• 内容、提出プロセス等に関し、差異化は設けられず
• 自己申告的な差異化へ

合意可能性
• COP20の合意内容に基づくものであり、合意可能性は高い

実効性

• 透明性、明確化、理解向上に資する情報・データが十分に提供されず、各国間
の比較が困難になることが懸念
→事後検証を拡充し、透明性・比較可能性を確保する必要

• 各国INDCの公正性と枠組条約への貢献についての情報が不十分となる懸念
→公平性の指標を用いた各国の貢献度のあり方について、研究機関からのイ
ンプットが期待
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オプションB （後述）における差異化：ＩＮＤＣ

INDC

• COP20決定に基づけば、差異化は設けられず
• COP22/23前に事前協議を行う場合、その内容・プロセスに差異化を設ける可能
性はある

合意可能性
• COP20の合意内容に基づく場合、合意可能性は高い
• COP22/23前に事前協議プロセスを行おうとする場合、二分法の適用の是非を
巡る対立が再燃する恐れ。

実効性

• 透明性、明確化、理解向上に資する事前情報・データが提供され、各国間の比
較可能性向上に貢献

• 各国INDCの公正性と枠組条約への貢献についての情報も充実する可能性
→いずれのケースも、研究機関からのインプットが期待
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全サブテーマを集約した結論
COP21で目指すべき国際枠組み案（暫定）

34

オプションＡ オプションＢ

(1)枠組みの構
成要素

コア文書（法的文書）+COP21でのCOP決定（+COP22以降のCOP決定）
コア文書は、本文と附属書に分かれる。

(2)国の緩和に
関する約束

コア文書の本文にて、約束達成
を目指した政策導入が義務付け
られる。

コア文書本文にて、１（２）年後に確
定する約束の達成を目指し、定期的
な報告審査の実施が義務付けられ
る。

(3) 約束が書か
れる文書

コア文書の附属書。 2016-17年のCOP決定。

(4) 約束の事前
協議

なし。 ただし2018年に見直し。 2016-17年に実施。必要に応じて目
標を見直す。

(5)炭素市場利
用

重複などが回避されればフル活
用が認められる。

絶対排出削減目標を提示した国の
み排出量取引可能。

(6)資金 2019年までに2030年に向けた資
金動員総額を決定する。

2018年までに先進国の資金動員の
状況についてレビュー。

(7)MRV カンクン合意のプロセス継続。 統一透明化システムの確立。



全サブテーマを集約した結論
COP21で目指すべき国際枠組み案（暫定）

35

オプションＡ オプションＢ

強み 約束草案で示した数値が2015年で確
定するため、2016年早期に国内で発
効手続きに入ることができる。

約束草案で示した数値の妥当性を協議
する時間が与えられ、合計値が長期目
標に達しない場合の深堀を議論できる。

弱み 約束草案の水準の妥当性や公平性を
議論しないで確定してしまうため、長
期目標達成が危ぶまれる。約束草案
がコア文書の附属書に書かれると、
目標見直しのたびに附属書改正の手
続きが必要。

発効のタイミングが遅れ、各国の政策
実施のタイミングも遅れるおそれがある。
また、事前協議しても国の目標が深堀
される保証はない。目標がCOP決定に
書かれるため、法的拘束力がない。

弱みを
克服す
るため
の方策

・コア文書の附属書の改正手続きの
簡素化。
・早期の見直し（例えば、2015年時点
では2025年目標を確定し、その後早
期に2030年目標を定めるなど）

・2016年以降の政策導入の進捗を定期
的に報告するためのMRV手続きに関し
て、検証部分を詳細に実施する。

・資金動員先（途上国での用途）を重視
し、途上国での目標設定を促す。



研究により得られた成果（まとめ）

36

オプションＡ オプションＢ

(1)枠組みの構成要
素

コア文書（法的文書）+COP21でのCOP決定（+COP22以降のCOP決定）
コア文書は、本文と附属書に分かれる。

(2)国の緩和に関す
る約束

コア文書の本文にて、約束達成を目指
した政策導入が義務付けられる。

コア文書本文にて、１（２）年後に確定する約
束の達成を目指し、定期的な報告審査の実
施が義務付けられる。

(3) 約束が書かれる
文書

コア文書の附属書。 2016-17年のCOP決定。

(4) 約束の事前協議 なし。 ただし2018年に見直し。 2016-17年に実施。必要に応じて目標を見直
す。

(5)炭素市場利用 重複などが回避されればフル活用が認
められる。

絶対排出削減目標を提示した国のみ排出量
取引可能。

(6)資金 2019年までに2030年に向けた資金動
員総額を決定する。

2018年までに先進国の資金動員の状況につ
いてレビュー。

(7)MRV カンクン合意のプロセス継続。 統一透明化システムの確立。

サブ１ アンケート調査で

得られた回答

サブ２ 法形式と約

束担保方法の違い

サブ３ 炭素市場の

活用度の違い

サブ４ 途上国に対

する差異化反映方

法の違い
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